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○日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。

○団塊世代が全て75歳となる2025年には、75歳以上が全人口の約18％となると推計されている。

○団塊ジュニア世代が全て高齢者となる2040年代に、高齢者人口はピークを迎えることが見込まれる。

○2065年には総人口が9000万人を割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。

○65歳以上の高齢者を支える15歳から64歳までの働き手は、2065年には、高齢者1人あたり1.3人まで減少することが見

込まれる。

26.6％

8,808

4,529

898

注１ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・（死亡中位）推計、合計特殊出生率の推移（３仮定）」、

総務省「自治体戦略2040構想研究会第一次報告（概要）」、総務省「日本の統計」、内閣府「平成30年版 少子化社会対策白書」及び厚生労働省「社会保障制度改革の全体像」より作成。

２ 2015年までは国勢調査等をもとにした実績値、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計値。
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注 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」より作成。
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注１ 2010年までは、総務省統計局「平成27年国勢調査」、2015年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」より作成。
２ 1965年の外国人人口は、20％抽出集計結果による。
３ 1990年から2005年の外国人人口は、外国人に関する特別集計結果による。
４ 2010年までの外国人人口は、国籍不詳を含まず、2015年の外国人人口は、国籍不詳をあん分した人口を含む。2020年以降の外国人人口は、2015年の外国人人口を基準人口とした推計。
５ 2015年から2065年までの外国人人口は、外国人を含む日本の総人口から日本人人口を差し引いたものである。
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年 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

在住外国人
人口割合（％） 0.63 0.66 0.61 0.60 0.58 0.57 0.57 0.59 0.72 0.91 1.03 1.22

年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

在住外国人
人口割合（％） 1.29 1.40 1.68 1.98 2.31 2.65 3.00 3.35 3.69 4.04 4.38 4.73
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在住外国人人口の推移
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22,231 

30,297 
35,824 40,670 

46,782 
51,842 54,107 53,484 50,757

一般世帯総数
（単位：1,000世帯）

○ 全国の一般世帯総数は2023年をピークに減少に向かう。
○ 全国の単独世帯数は2015年以降も増加が続くが、2032年をピークに減少に転じる。
○ 夫婦と子から成る世帯の世帯数は、全国では1985年をピークに減少局面に入っている。

～実績値～ ～推計値～
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注１ 総務省統計局「平成27年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（2019（平成31）年推計）」より作成。
1960年から2010年までの実績値は、総務省統計局前掲資料、2020年から2040年までの推計値は、国立社会保障・人口問題研究所前掲資料による。

２ 1960年から1990年までは、旧分類区分による集計結果、2000年は、2010年から国勢調査で適用している新分類区分による遡及集計結果による。
３ 1960年の集計は１％抽出集計結果により、かつ沖縄県を除く。また、1960年、1970年は、「６人以上の単身の住み込みの営業使用人の世帯」を含む。
４ 2010年は世帯の家族類型「不詳」を含む。
５ 端数処理（四捨五入）の関係で、合計と内訳が一致しないことがある。

（年）

一般世帯の変化・将来推計（全国）
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○ 都内の単独世帯と夫婦のみの世帯は、2040年まで増加傾向で推移。
○ 単独世帯の割合は、2035年に50％を超え、2040年には51.2％になる。

～実績値～ ～推計値～

注１ 総務省統計局「平成27年国勢調査」、東京都総務局統計部「東京都世帯数の予測」（平成31年３月）より作成。
1980年、1990年の実績値は、総務省統計局前掲資料、2000年から2040年までの実績値・推計値は、東京都総務局統計部前掲資料による。

２ 端数処理（四捨五入）の関係で、合計と内訳が一致しないことがある。
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○ 平均寿命（2015年）は男性80.75年、女性86.99年である。

○ 2045年には女性の平均寿命が90年を超える見通しとなっている。

注１ 1955年から2015年までは厚生労働省「第22回生命表（完全生命表）」による実績値、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口

（平成29年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果である。

２ 1965年以前は沖縄県を除く値である。

３ ０歳の平均余命が「平均寿命」である。

（年）

（年）

実績値 推計値

平均寿命の推移と将来推計
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我が国は、健康寿命が世界一の長寿社会を迎えており、今後の更なる健康寿命の延伸も期待される。こうした人生100年時代には、高齢者から若者まで、全ての国
民に活躍の場があり、全ての人が元気に活躍し続けられる社会、安心して暮らすことのできる社会をつくる必要があり、その重要な鍵を握るのが「人づくり革命」、人材
への投資である。

子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型へ抜本的に変えるため、幼児教育の無償化を一気に加速する。待機児童問題が最優先の課題であることに鑑み、「子育
て安心プラン」による受け皿の整備を着実に進めるとともに、「新しい経済政策パッケージ」での３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世
帯の子供についての幼稚園、保育所、認定こども園の費用の無償化措置（子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園については、同制度における利用者負担
額を上限）に加え、幼稚園、保育所、認定こども園以外（認可外保育施設）の費用についても対象範囲等を定めた上で無償化とする。

我が国では、低所得者層における大学進学率が低く、経済格差が教育格差を生むことが危惧されている。貧困の連鎖を断ち切り、格差の固定化を防ぐため、どんな
に貧しい家庭に育っても、意欲さえあれば専門学校、大学に進学できる社会へと変革することが急務である。所得が低い家庭の子供たち、真に必要な子供たちに限っ
て、高等教育の無償化を実現する。

大学は、知の基盤であり、イノベーションを創出し、国の競争力を高める原動力である。人づくり革命を牽引する重要な主体の一つとして、時代に合ったかたちに大学
改革を進めなければならない。そのため、「各大学の役割・機能の明確化」「大学教育の質の向上」「学生が身に付けた能力や付加価値の見える化」「大学の連携・統
合」等を進める。

リカレント教育は、人づくり革命のみならず、生産性革命を推進するうえでも、鍵となるものである。リカレント教育の受講が職業能力の向上を通じ、キャリアアップ・
キャリアチェンジにつながる社会をつくっていかなければならない。

人生100年時代を見据え、高齢者雇用を促進する必要がある。そのため、働き方改革実行計画に盛り込まれた高齢者の就業促進策に取り組むほか、「65歳以上の
継続雇用年齢の引上げに向けた環境整備」「公務員の定年の引上げ」等を進める。

第１章 基本構想の考え方第１章 基本構想の考え方

第４章 大学改革第４章 大学改革

第３章 高等教育の無償化第３章 高等教育の無償化

第５章 リカレント教育第５章 リカレント教育

第６章 高齢者雇用の促進第６章 高齢者雇用の促進

注 人生100年時代構想会議「人づくり革命 基本構想」（平成30年６月）（首相官邸ホームページ）より作成。

第２章 幼児教育の無償化第２章 幼児教育の無償化

人生100年時代構想会議「人づくり革命 基本構想」（平成30年６月）概要
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国土交通省所管分野における社会資本の将来の維持管理・更新費の推計結果（平成30年度）
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社会資本の管理者別施設数
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注１ 総務省統計局「労働力調査詳細集計」により作成。

２ 労働力調査では，2011年３月11日に発生した東日本大震災の影響により，岩手県，宮城県及び福島県において調査実施が一時困難となった。ここに掲載した，2011年の数値は補完的に推計した

値（2015年国勢調査基準）である。

３ 「非正規の職員・従業員」について，2008年以前の数値は「パート・アルバイト」，「労働者派遣事業所の派遣社員」，「契約社員・嘱託」及び「その他」の合計，2009年以降は，新たにこの項目を設け

て集計した数値を掲載している。
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正規・非正規雇用者数の推移
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・ サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステム

により、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society） 

・ 狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社

会（Society4.0）に続く新たな社会 

・ 第 5 期科学技術基本計画において、日本が目指すべき未来社会の姿として提唱 

１. Ｓｏｃｉｅｔｙ ５.０ とは 

【これまでの情報社会（4.0）】 

・ 人間がサイバー空間から情報やデータを入手、解析 

【Society5.0】 

・ サイバー空間に集積されたビッグデータを人工知能（AI）が解析 

・ 解析結果はロボットなどを通して人間にフィードバック  ➣ 新たな価値の創出 

２. Ｓｏｃｉｅｔｙ ５.０ の仕組み 

● ＩoT（Internet of Things）で全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有 

 ➣  今までにない新たな価値の創造 

 

● 経済発展と解決すべき社会的課題が複雑化するなか、IoT、ロボット、人工知能

（AI）といった先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ 

     ➣  経済発展と社会的課題の解決を両立 

３. Ｓｏｃｉｅｔｙ ５.０ で実現する社会 

注 内閣府ホームページより作成。 

課題への十分な対応が困難 

（様々な制約） 

Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０の概要
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「Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０時代の地方」の実現に向けた基本的考え方

12



「Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０時代の地方」実現に向けた施策の考え方
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「Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０時代の地方」の実現
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○世界におけるインターネット利用者数は確実に増加。
○2002年から2014年の間に国境を越えるデータ通信量は45倍に拡大し、2021年までにさらに９倍に拡大すると推計。
○2016年の世界のB２C（企業が一般消費者を対象に行うビジネス形態）EC（電子商取引）市場規模は、対前年比122％の約2.4兆ドルとなり、今後も

年平均14.9％の成長率で拡大し、2026年には約9.7兆ドルにまで拡大すると推計。
○各国におけるEC市場の拡大に呼応する形で、越境EC（インターネットの通信販売サイトを通じて行う国際的な電子商取引）の市場規模も拡大。

注 経済産業省「平成30年版 通商白書」（平成30年７月）より作成
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備考： 2017 年のデータは予測値。
資料： ITU から経済産業省作成。

（億人）

（年）

（テラバイト・毎秒）

（10億ドル）

（年）

（10億ドル） （億人）

備考： 2015 年以降は予測値。
資料： McKinsey Global Institute（ 2016）「Digital Globalization: The New Era of Global Flows」から作成。

備考： 2016 年は実績値、2021 年はeMarketer による推計、2026 年はトランスコスモスによる推計。
資料： eMarketer、トランスコスモスへのヒアリングから作成。

備考： 推計値。
資料： Accenture and Alibaba Research(2015)から作成。

（年）

236
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675

826

994
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世界のインターネット利用者数推移 世界の越境データ通信量及びその将来推計

世界の越境EC市場規模

デジタル化の進展
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“エネルギーインフラ”としてのクルマ
⇒低炭素・分散・強靭な自動車・エネルギー融合社会の構築

“移動ソリューション”としてのクルマ
⇒移動弱者ゼロ化、豊かな移動による豊かな地域社会づくり

“走る情報端末”としてのクルマ
⇒渋滞等の都市問題解決、効率的なデジタルスマートシティの実現

Connected
つながる

Autonomous
自動運転

Shared&Service
シェアリング＆サー

ビス

Electric
電動化

CASE

クルマの未来 ＣＡＳＥの潮流
○ ＣＡＳＥは、つながる（Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ）・自動化（Ａｕｔｏｎｏｍｏｕｓ）・利活用

（Ｓｈａｒｅｄ＆Ｓｅｒｖｉｃｅ）・電動化（Ｅｌｅｃｔｒｉｃ）の頭文字により名付けられ、
次世代自動車のあり方・技術要素を表す。

○ ＣＡＳＥの潮流により、自動車産業は、ハードからソフトへの付加価値シフト、
利用段階ビジネスの拡大など、構造変化を進めている。

○ ＣＡＳＥによって、クルマに新たな社会的価値が生まれることとなる。

ＣＡＳＥによりもたらされる
クルマの新たな社会的価値と将来のモビリティ社会像

シームレスでストレスフリーな移動実現による利用者利便の向上
公共交通機関の利用シェアの増加
都市部における渋滞の削減や環境負荷の低減
公共交通機関の運行効率化、生産性向上
人流データ収集（→路線の再編）

出典：MaaS ALLIANCE “White Paper” ERTICO“VISION PAPER”

自
動
車
産
業

の
構
造
変
化

・新たなプレイヤーとのイノベーション競争
・ハードからソフトへの付加価値シフト
・利活用段階ビジネスの拡大
・必要となる開発投資の大規模化
・新たな人材確保・育成の必要性
・部素材サプライヤーの経営革新の必要性 など

ＭａａＳの実現により想定される効果

注 経済産業省「第１回自動車新時代戦略会議」（平成30年４月18日）資料、「第３回自動車新時代戦略会議」（2019年４月８日）事務局説明資料、国土交通省「第１回都市と地方の
新たなモビリティサービス懇談会」（平成30年10月17日）資料、「第８回都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会」（平成31年３月14日）参考資料集、総務省HP等より作成。

次世代の交通 ＭａａＳ
○ ＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）とは、出発地から目的地までの移動ニーズ

に対して最適な移動手段をシームレスに提供する等、移動を単なる手段として
ではなく、利用者にとっての一元的なサービスとして捉える概念。

○ スマートフォンアプリを用いて、出発地から目的地までの移動手段の検索・
予約・決済を一括して行えるサービス等が典型。

○ ＭａａＳの実現により、場面に応じてユーザーが最も望む交通手段をより手軽に
使えるようになることが期待される。

自動車をめぐる大変革
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注１ （ ）内は対GDP比。医療は単価の伸び率について２通りの仮定をおいており給付費に幅がある。
２ 「現状投影」は、医療・介護サービスの足下の利用状況を基に機械的に計算した場合。「計画ベース」は、医療は地域医療構想及び第３期医療費適正化計画、介護は第７期介護
保険事業計画を基礎とした場合。

３ 2025年度までは、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年１月）等、2040年度は、公的年金の平成26年財政検証ケースFに基づいた前提値による経済前提。
４ 内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」（平成30年５月21日）より抜粋。

社会保障給付費の見通し（経済：ベースラインケース）
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注１ （ ）内は対GDP比。医療は単価の伸び率について２通りの仮定をおいており給付費に幅がある。
２ 「現状投影」は、医療・介護サービスの足下の利用状況を基に機械的に計算した場合。「計画ベース」は、医療は地域医療構想及び第３期医療費適正化計画、介護は第７期介護
保険事業計画を基礎とした場合。
３ 2025年度までは、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年１月）等、2040年度は、公的年金の平成26年財政検証ケースEに基づいた前提値による経済前提。
４ 内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」（平成30年５月21日）より抜粋。

社会保障給付費の見通し（経済：成長実現ケース）
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注１ （ ）内は対GDP比。医療は単価の伸び率について２通りの仮定をおいており負担額に幅がある。
２ 給付との差は、年金制度の積立金活用等によるものである。
３ 「現状投影」は、医療・介護サービスの足下の利用状況を基に機械的に計算した場合。「計画ベース」は、医療は地域医療構想及び第３期医療費適正化計画、介護は第７期介護
保険事業計画を基礎とした場合。
４ 2025年度までは、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年１月）等、2040年度は、公的年金の平成26年財政検証ケースFに基づいた前提値による経済前提。
５ 内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」（平成30年５月21日）より抜粋。

社会保障負担の見通し（経済：ベースラインケース）
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注１ （ ）内は対GDP比。医療は単価の伸び率について２通りの仮定をおいており負担額に幅がある。
２ 給付との差は、年金制度の積立金活用等によるものである。
３ 「現状投影」は、医療・介護サービスの足下の利用状況を基に機械的に計算した場合。「計画ベース」は、医療は地域医療構想及び第３期医療費適正化計画、介護は第７期介護
保険事業計画を基礎とした場合。
４ 2025年度までは、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成30年１月）等、2040年度は、公的年金の平成26年財政検証ケースEに基づいた前提値による経済前提。
５ 内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」（平成30年５月21日）より抜粋。

社会保障負担の見通し（経済：成長実現ケース）
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内 閣

平成5年 6月 　地方分権の推進に関する決議（衆参両院）

平成6年 9月 　地方分権の推進に関する意見書（地方六団体）

5月 　地方分権推進法成立

7月
　地方分権推進委員会発足（H13.7月まで）
　　※ H8.12月 第1次 ～ H10.11月 第5次勧告

平成11年 7月 　地方分権一括法成立

平成13年 7月

平成14年 6月 　骨太の方針（閣議決定）（毎年）

　～17年 6月

6月 　地方分権の推進に関する意見書（地方六団体）

12月 　地方分権改革推進法成立

　国と地方の協議の場法成立

　第１次一括法成立　・・・義務付け・枠付けの見直し、条例制定権の拡大等

8月 　第２次一括法成立　・・・都道府県から市町村への権限移譲等

3月 　地方分権改革推進本部発足（本部長：内閣総理大臣）

4月 　地方分権改革有識者会議発足

6月 　第３次一括法成立　・・・都道府県から市町村への権限移譲等

5月 　第４次一括法成立　・・・国から地方、都道府県から指定都市への権限移譲等

6月 　「地方分権改革の総括と展望」取りまとめ

平成27年 6月 　第５次一括法成立　・・・国から地方、都道府県から指定都市等への権限移譲等

平成28年 5月 　第６次一括法成立　・・・国から地方、都道府県から市町村への権限移譲等

平成29年 4月 　第７次一括法成立　・・・都道府県から指定都市等への権限移譲等

平成30年 6月 　第８次一括法成立　・・・国から地方、都道府県から中核市への権限移譲等

令和元年 5月 　第９次一括法成立　・・・都道府県から中核市への権限移譲等

注　内閣府及び総務省資料より作成。

  野田内閣 （H23.9～H24.12）
  安倍内閣 （H24.12～）
　　（第2次～）

平成19年

平成23年
4月

平成18年

平成25年

平成26年

  宮澤内閣 （H3.11～H5.8）
  細川内閣 （H5.8～H6.4）
  羽田内閣 （H6.4～H6.6）
  村山内閣 （H6.6～H8.1）

  橋本内閣 （H8.1～H10.7）
  小渕内閣 （H10.7～H12.4）
  森内閣 （H12.4～H13.4）
  小泉内閣 （H13.4～H18.9）

  安倍内閣 （H18.9～H19.9）
　　（第1次）

  福田内閣 （H19.9～H20.9）
  麻生内閣 （H20.9～H21.9）
  鳩山内閣 （H21.9～H22.6）
  菅内閣 （H22.6～H23.9）

　＜第１次改革の概要＞

  ○ 機関委任事務制度の廃止
  ○ 国の関与の新しいルールの創設
  ○ 権限移譲　など

　＜第２次改革の概要＞

　○ 地方に対する規制緩和
　○ 事務・権限の委譲　など
　  　 ・ 国から地方
　　   ・ 都道府県から市町村

　　　⇒ 三位一体改革（国庫補助負担金改革、税源移譲、交付税改革）

主 な 経 緯 等

4月
　地方分権改革推進委員会発足（H22.3月まで）
　　　※ H20.5月 第1次 ～ H21.11月 第4次勧告

平成7年

第
二
次
地
方
分
権
改
革

第
一
次

地
方
分
権
改
革

　地方分権改革推進会議発足

提
案
募
集
方
式
の
導
入

（
平
成
26
年
～
）

地方分権改革のこれまでの経緯等
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国

地方

注 内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成31年１月30日経済財政諮問会議提出）」より作成。

国・地方のプライマリーバランスの実額の推移

○ 国・地方のプライマリーバランス対ＧＤＰ比は、成長実現ケースでは、2025年に▲0.2％となり、2026年度にはプライマリーバランスは黒字化

するとの見通しがなされている。

（％）

（年度）
（兆円程度）

黒字化

2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024 2026 2028

▲ 28.1 ▲ 20.0 ▲ 8.5 ▲ 14.4 ▲ 31.5 ▲ 27.0 ▲ 19.6 ▲ 15.4 ▲ 15.2 ▲ 10.1 ▲ 6.1 ▲ 2.9 1.0 5.1
国 ▲ 24.1 ▲ 19.7 ▲ 12.8 ▲ 19.1 ▲ 31.9 ▲ 28.6 ▲ 21.0 ▲ 17.6 ▲ 17.0 ▲ 13.6 ▲ 11.6 ▲ 10.4 ▲ 8.6 ▲ 7.0

地方 ▲ 4.0 ▲ 0.3 4.2 4.6 0.4 1.6 1.5 2.2 1.8 3.5 5.6 7.4 9.6 12.1

年度

基礎的財政収支

国・地方のプライマリーバランス（対ＧＤＰ比）の推移（成長実現ケース）
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注 内閣府「令和元年第３回経済財政諮問会議（令和元年６月11日）」会議資料より抜粋。

経済財政運営と改革の基本方針２０１９（仮称）原案 ～概要～
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